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【投資者に対する注意事項】  

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含

んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適

時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。

また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要がありま

す。特に、第一部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する必要があり

ます。 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という。）

第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者

をいう。）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項

若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34

において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は

欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得した者がそ

の取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、この限りではあ

りません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、相当な注意を用

いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を負いません。 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融

商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいて

は、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する

有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviser

を選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上

場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所のホームペ

ージ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項

若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含み

ますが、これらに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その

他の一切の責任を負いません。 
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第一部【企業情報】 

 

第１【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

第２【企業の概況】 

 

１【主要な経営指標等の推移】 

  回次  第38期中 第39期中 第37期 第38期 

  会計期間  
自2025年１月１日 
至2025年６月30日 

自2026年１月１日 
至2026年６月30日 

自2024年１月１日 
至2024年12月31日 

自2025年１月１日 
至2025年12月31日 

売上高 (千円) 92,479 91,575 172,787 176,504 

経常利益 (千円) 9,597 5,559 19,962 390 

中間（当期）純利益 (千円) 9,506 4,285 20,766 3,346 

純資産額 (千円) 12,440 55,206 2,934 50,920 

総資産額 (千円) 204,002 224,073 204,664 227,809 

１株当たり純資産額 (円) 69.12 278.82 16.30 257.18 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配

当額) 

(円) 
- 

(-) 

- 

(-) 

- 

(-) 

- 

(-) 

１株当たり中間（当期）

純利益 
(円) 52.81 21.65 235.09 18.44 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 

(円) - - - - 

自己資本比率 (％) 6.10 24.64 1.43 22.35 

自己資本利益率 (％) 123.65 8.08 - 12.43 

株価収益率 (倍) - 115 - 134 

配当性向 (％) - - - - 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 17,510 2,874 5,774 1,128 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) - △952 △10,830 △1,650 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △13,990 △12,546 27,470 18,104 

現金及び現金同等物の

期末（中間期末）残高 
(千円) 100,193 103,631 96,673 114,255 

従業員数 (人) 
24 

(6) 

23 

(7) 

20 

(5) 

22 

(7) 
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（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第37期及び第38期中は潜在株式が存在するものの当社

株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、第38期及び第39期中は潜在株式は存在するものの希薄化

効果を有していないため記載しておりません。 

４．第37期及び第38期中の株価収益率は、2025年10月17日の東京証券取引所 TOKYO PRO Marketへの上場前であり、当社

株式が非上場であったため記載しておりません。 

５．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 

６．従業員数は就業人員であり、契約社員やパート人員については、年間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

７．特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第110条第５項の規定に基づき、第37期及び第38期の財務諸表に

ついてオリエント監査法人の監査を受けております。 

また、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第128条第３項の規定に基づき、第38期中及び第39期中の

中間財務諸表についてオリエント監査法人の期中レビューを受けております。 
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２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業について重要な変更はありません。 

 

３【関係会社の状況】 

該当事項はございません。 

 

４【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 

 2026年６月30日現在   

従業員数(人) 23(7) 

（注）１．従業員数は就業人員であり、契約社員やパート人員については、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．当社は、SaaS事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 

（２）労働組合の状況 

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間会計期間（2026 年１月１日～2026 年６月 30 日）における世界経済は、一部地域における地政学的

な緊張の高まりを背景としたエネルギー・資源価格の高騰や、それに起因するサプライチェーンの混乱など

の不安定な要素を抱えてはいるものの、AI（人工知能）関連への設備投資が旺盛であり、全体としては底堅

く推移いたしました。 

わが国経済におきましては、高水準の賃上げが実現するなど雇用・所得環境の改善が見られ、緩やかな回

復基調を維持する一方で、為替相場の変動（円安の進行）や資源・原材料価格の高騰を背景とした物価上昇

圧力は継続しており、依然として先行き不透明な状況が続いております。また、慢性的な人手不足やそれに

伴う人件費の上昇といった構造的課題も深刻化しており、企業部門を取り巻く経営環境は引き続き厳しい状

況にあります。 

このような経済環境のもと、当社の属するインターネット関連業界におきましては、人手不足への対応や

生産性向上を目的とした DX（デジタルトランスフォーメーション）推進、及び省力化を目的としたシステ

ム・設備投資への需要が底堅く推移しており、コスト上昇に対する業務効率化の必要性から、当社の提供す

る SaaSサービスへの関心は引き続き高い状況にあります。 

当社におきましては、こうした顧客ニーズを的確に捉えるべく、SaaS サービスの機能拡充、営業・マーケ

ティング体制の強化を進め、顧客基盤の拡大及びサービス利用の定着化に取り組んでまいりました。加えて、

コスト増加に対する適切な価格転嫁や業務効率化による収益性の確保にも努めました。 

その結果、当中間会計期間の経営成績につきましては、売上高は 91,575千円（前年同期比 1.0％減）、営業

利益 5,388千円（前年同期比 43.7％減）、経常利益 5,559千円（前年同期比 42.1％減）、中間純利益 4,285千

円（前年同期比 54.9％減）となりました。 

なお、当社は SaaS事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は 103,631 千円（前事業年

度末に比べ 10,623 千円減少）となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下のとおりで

あります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によって得られた資金は 2,874千円（前年同期は 17,510千円の獲得）となりました。 

これは主に税引前中間純利益 5,559 千円、減価償却費 2,073 千円、仕入債務の増加額 1,596 千円、契約

負債の増加額 1,901 千円、未払費用の増加額 3,477 千円、売上債権の増加額 8,075 千円、棚卸資産の増加

額 1,084千円、未払金の減少額 2,414千円があったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によって使用した資金は 952 千円（前年同期は投資活動による獲得又は使用した資金なし。）とな

りました。これは有形固定資産の取得による支出 952千円があったことによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による支出は 12,546 千円（前年同期は 13,990 千円の支出）となりました。これは長期借入金の

返済による支出 12,546千円があったことによるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当社は、システムの開発・構築等に係るサービスの提供を行っているため、サービスの性格上、生産実績

という区分は適当でないため、記載しておりません。 

 

（２）受注状況 

当社は、システムの開発・構築等に係るサービスの提供を行っているため、サービスの性格上、受注実績

という区分は適当でないため、記載しておりません。 

 

（３）販売実績 

当中間会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。なお、当社は SaaS 事業の単一セグメントで

あるためサービス別に記載しております。 

サービスの名称 

当中間会計期間 
（自 2026年1月1日 

至 2026年６月30日） 
（千円） 

前年同期比（％） 

SaaSサービス 76,540 100.0  

ポータルサイト運営サービス 233 18.8  

受託開発サービス 14,801 100.8  

合計 91,575 99.0  
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３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【事業等のリスク】  

当中間会計期間において、当発行者情報に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事業等のリスクの発生、又は 2026 年３月 27 日に公表し

た発行者情報に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませんが、当社株式の㈱東京証券

取引所が運営を行っております証券市場 TOKYO PRO Marketの上場維持の前提となる契約に関し、以下に記載

いたします。 

 

（１）J-Adviserとの契約について 

当社は、株式会社東京証券取引所が運営を行っております証券市場 TOKYO PRO Marketに上場しております。 

当社では、フィリップ・キャピタル証券株式会社を担当 J-Adviser に指定することについての取締役会決

議に基づき、2024年２月 19日にフィリップ・キャピタル証券株式会社との間で、担当 J-Adviser契約（以下

「当該契約」といいます）を締結しております。 

当該契約は、TOKYO PRO Marketにおける当社株式の新規上場及び上場維持の前提となる契約であり、当該

契約を解除し、かつ、他の担当 J-Adviserを確保できない場合、当社株式は TOKYO PRO Marketから上場廃止

となります。 

当該契約における契約解除に関する条項及び契約解除に係る事前催告に関する事項は以下のとおりです。 

なお、本発行者情報の公表日現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。 

 

＜J-Adviser契約解除に関する条項＞ 

当社（以下「甲」という）が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ・キャピタル証券株式会社

（以下「乙」という）は J-Adviser契約（以下「本契約」という）を即日無催告解除することができる。 

①債務超過 

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内に債務超過の状態から脱却し

えなかったとき、すなわち債務超過の状態となった事業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する日

（当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の後最初に到

来する事業年度の末日）までの期間（以下この項において「猶予期間」という）において債務超過の状態

から脱却しえなかった場合。但し、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続又は私的整理に関

するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該

１年を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態から脱却することを計画している場合（乙が適

当と認める場合に限る）には、２年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算して２年を経過する日

（猶予期間の最終日の翌日から起算して１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当

該１年を経過する日後最初に到来する事業年度の末日）までの期間内）に債務超過の状態から脱却しえな

かったとき。 

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、猶予期間の最終日の属する連結会計年度

（甲が連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度）に係る決算の内容を開示するまでの間に

おいて、再建計画（本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画を含む）を公表

している甲を対象とし、甲が提出する当該再建計画並びに次のａ及びｂに定める書類に基づき行う。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)の場合の区分に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に規定する書面。 

(ａ) 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合。 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する

書面。 

(ｂ) 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理

を行う場合。 
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当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載

した書面。 

ｂ 本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画の前提となった重要な事項等が、

公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面。 

②銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった旨の

報告を書面で受けた場合。 

③破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（甲が、

法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生

手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合

とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生

手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃま

でに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づか

ない整理を行う場合。 

甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日。 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困

難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しく

は大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行

った場合、甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受け

た日（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日）。 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済

に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁

済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の 100分の 10に相当する額以上である場合に限る）

甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日。 

④前号に該当することとなった場合においても、以下に定める再建計画の開示を行った場合には、原則とし

て本契約の解除は行わないものとする。 

再建計画とは次のａないしｃの全てに該当するものをいう。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)に定める場合に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に定める事項に該当すること。 

(ａ) 甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合。 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであ

ること。 

(ｂ) 甲が前号ｃに規定する合意を行った場合。 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。 

ｂ 当該再建計画に次の(ａ)及び(ｂ)に掲げる事項が記載されていること。 

(ａ) 当該上場有価証券の全部を消却するものでないこと。 

(ｂ) 前ａの(ａ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ｂ)に規定する合意がなされている

こと及びそれを証する内容。 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当

でないと認められるものでないこと。 

⑤事業活動の停止 

甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合をいう）

又はこれに準ずる状態になった場合。 

なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が事業活動を停止

した場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合に

は当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 
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ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全

部又は一部として次の(ａ)又は(ｂ)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効

力を生ずる日の 3日前（休業日を除外する）の日。 

(ａ) TOKYO PRO Marketの上場株券等。 

(ｂ) 上場株券等が、その発行者である甲の合併による解散により上場廃止となる場合 当該合併に

係る新設会社若しくは存続会社又は存続会社の親会社（当該会社が発行者である株券等を当該

合併に際して交付する場合に限る）が上場申請を行い、速やかに上場される見込みのある株券

等。 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会（普

通出資者総会を含む）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決

議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含

む）についての書面による報告を受けた日）。 

ｃ 甲が、前ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（③ｂの規定の適用を受ける場合

を除く）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日。 

⑥不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ 非

上場会社を子会社化する株式交付、ⅲ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅳ 非上場会社から

の事業の譲受け、ⅴ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅵ 他の者への事業の譲渡、ⅶ 非上場会社と

の業務上の提携、ⅷ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅸ その他非上場会社の吸収合併

又はこれらⅰからⅷまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）を行った場合で、甲が実質的な存続

会社でないと乙が認めた場合。 

⑦支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により支配株主が異動した場合（当該割当により支配株主が異動した場合及び当該割当によ

り交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合）において、支配株

主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき。 

⑧有価証券報告書又は四半期報告書並びに発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する有価証券報告書又は四半期報告書並びに発行者情報等につき、法令及び上場規

程等に定める期間内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合。 

⑨虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合。 

ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合。 

ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって監査意見については「不

適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、甲の責めに帰すべからざる事由によるもの

である場合を除く）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合。 

⑩法令違反及び上場規程違反等 

甲が重大な法令違反又は上場規程に関する重大な違反を行った場合。 

⑪株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を㈱東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託

しないこととなることが確実となった場合。 

⑫株式の譲渡制限 

甲が当該銘柄に係る株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

⑬完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合。 

⑭指定振替機関における取扱い 

甲が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合。 

⑮株主の権利の不当な制限 

株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとして、甲が次の a から g までのいずれかに掲げ
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る行為を行っていると乙が認めた場合でかつ株主及び投資者の利益を侵害するおそれが大きいと乙が認め

る場合、その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた場合。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行す

る買収防衛策（以下「ライツプラン」という）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予

約権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主

に割り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く）。 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は

不発動とすることができないものの導入。 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議

を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である甲の主要な事業を行っ

ている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行する

場合において、当該種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認めると

きは、甲が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を

発行するものとして取り扱う）。 

ｄ 上場株券等について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取締役の過半数の

選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定。 

ｅ 上場株券等より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について株主総会において一

個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受ける

権利の価額等が上場株券等より低い株式をいう）の発行に係る決議又は決定。 

ｆ 議決権の比率が 300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。ただし、株主及び投資者の利益を侵

害するおそれが少ないと乙が認める場合は、この限りでない。 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に

係る決議又は決定。 

⑯全部取得 

甲が当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 

⑰株式売渡請求による取得 

特別支配株主が甲の当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 

⑱株式併合 

甲が特定の者以外の株主の所有するすべての株式を 1 株に満たない端数となる割合で株式併合を行う場

合。 

⑲反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO Marketに対

する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。 

⑳その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙若しくは㈱東京証券取引所が当該銘柄の上場廃止を適当

と認めた場合。 

   

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

１．いずれかの当事者が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、相手

方は、相当の期間（特段の事情のない限り１ヶ月とする）を定めてその違反の是正又は義務の履行を書

面で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を解除す

ることができる。 

２．前項の定めにかかわらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することができ

る。また、いずれかの当事者から相手方に対し、１ヶ月前に書面で通知することにより本契約を解除す

ることができる。 

３．契約解除する場合、特段の事情のない限り乙は、あらかじめ本契約を解除する旨を㈱東京証券取引所に

通知しなければならない。  
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５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中における将来に関する事項は、当中間会計期間末現在において判断したものであります。 

 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報

告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の

実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積

りと異なる場合があります。 

 

（２）財政状態の分析 

（流動資産） 

当中間会計期間末における流動資産の残高は 134,618 千円で、前事業年度末に比べ 1,432 千円減少してお

ります。売掛金の増加 8,075千円、仕掛品の増加 1,084千円、現金及び預金の減少 10,623千円、前払費用の

減少 133千円が主な変動要因であります。 

 

（固定資産） 

当中間会計期間末における固定資産の残高は 89,454 千円で、前事業年度末に比べ 2,305 千円減少しており

ます。工具、器具及び備品の増加475千円、建物及び構築物の減少1,597千円、繰延税金資産の減少1,183千

円が主な変動要因であります。 

 

（流動負債） 

当中間会計期間末における流動負債の残高は 78,150 千円で、前事業年度末に比べ 4,524 千円増加しており

ます。買掛金の増加 1,597 千円、未払費用の増加 3,478 千円、契約負債の増加 1,901 千円、未払金の減少

2,414千円、未払法人税等の減少 91千円、未払消費税等の減少 1,547千円が主な変動要因であります。 

 

（固定負債） 

当中間会計期間末における固定負債の残高は 90,716 千円で、前事業年度末に比べ 12,546 千円減少してお

ります。長期借入金の減少 12,546千円がその変動要因であります。 

 

（純資産） 

当中間会計期間末における純資産の残高は55,206千円で、前事業年度末に比べ4,286千円増加しておりま

す。当中間会計期間の中間純利益による増加4,285千円がその主な変動要因であります。 

 

（３）経営成績の分析 

「１【業績等の概要】（１）業績」に記載のとおりであります。 

 

（４）キャッシュ・フローの分析 

「１【業績等の概要】（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 
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第４【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に異動はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

（２）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第５【発行者の状況】  

 

１【株式等の状況】 

 

（１）【株式の総数等】 

記名・無記名

の別、額面・

無額面の別及

び種類 

発行可能 

株式総数

（株） 

未発行株式数 

（株） 

中間会計期間

末現在発行数

（株） 

（2026年６

月 30日） 

公表日現 

在発行数 

（株） 

（2026年９

月 28日） 

上場金融商品

取引所名又は

登録認可金融

商品取引業協

会名 

内容 

普通株式 720,000 522,000 198,000 198,000 

東京証券取引

所 (TOKYO 

PRO Market) 

単元株式数 

100株 

計 720,000 522,000 198,000 198,000 ― ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
第１回新株予約権（2024年 12月 25日臨時株主総会決議） 

  中間会計期間末現在 
（2026年６月30日） 

公表日の前月末現在 
（2026年８月31日） 

新株予約権の数（個） 75 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 51.00 同左 

新株予約権の行使期間 
付与決議の日後2年を経過した
日から付与決議の日後10年を経

過する日までの期間 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   51.00 
資本組入額  26.00 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権は、新株予約権者
が権利行使時において、当社
又は当社子会社の取締役、監
査役又は従業員（以下「役員
等」という。）のいずれかの
地位を保有している場合に、
行使することができる。新株
予約権者が役員等のいずれの
地位も退職した場合は、以後
新株予約権の行使を一切認め
ない。 

②新株予約権者が死亡した場
合、同人の相続人による新株
予約権の行使は一切認めな
い。 

③新株予約権は、行使の日の属
する事業年度の直前の事業年
度における当社の繰越利益剰
余金の金額が0円以上である

同左 



15 

 
 

場合に、行使することができ
る。 

④新株予約権者は、権利行使時
において当社が国内の株式市
場（金融商品取引法に基づく
証券取引所）に上場していた
場合に、行使することができ
る。ただし、TOKYO PRO 
Market 及び Fukuoka PRO 
Marketにおける上場は、株式
の流通性が低いと判断される
ため、本条件の適用対象外と
する。 

⑤新株予約権者は、行使しよう
とする新株予約権につき、当
社と本新株予約権者との間に
おいて締結する新株予約権割
当契約に違反して新株予約権
を行使することはできない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要するものとし
ます。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 

― ― 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、

調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整

し、調整によって生じる１円未満の端数は切上げます。 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

調整前 

行使価額 
× 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数 

または処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

または処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １ 

        分割・併合の比率 

また、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、行使価額の調整を

行うことができる。 

３．2025 年７月 15 日開催株主総会決議により、2025 年７月 16 日付で普通株式１株を 200 株に分割したことにより、

「新株予約権の目的となる株式の数」「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 
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（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

2026年１月１日～ 

2026年６月30日 
- 198,000 - 47,374 - 22,320 

 

（６）【大株主の状況】 

2026年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

株式総数に対
する所有株式
数の割合(％) 

株式会社ジェネシス 
静岡県駿東郡長泉町下土狩1427番地

の34 
143,400  72.42  

長田敏彦 静岡県駿東郡長泉町 36,000  18.18  

杉本哲也 静岡県駿東郡長泉町 4,000  2.02  

佐野淳祥 静岡県三島市 4,000  2.02  

株式会社ペイジェント 東京都渋谷区円山町１９番１号 2,000  1.01  

雄大グループ株式会社 静岡県沼津市三園町１３－３５ 2,000  1.01  

株式会社デザインスタジオフェニックス 静岡県静岡市駿河区南町１０番６号 2,000  1.01  

株式会社石田鉄工所 静岡県焼津市坂本３５５ 2,000  1.01  

株式会社ワークフェア 静岡県三島市芝本町１１番２６号 2,000  1.01  

株式会社エレファント 
静岡県沼津市下香貫林ノ下１９０７

－１ 
400  0.20  

前橋将彰  静岡県沼津市 200  0.10  

計 ― 198,000  100.00  

（注）株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

 

（７）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 2026年６月30日現在 
  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 - - - 

議決権制限株式（自己株式等） - - - 

議決権制限株式（その他） - - - 

完全議決権株式（自己株式等） - - - 
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完全議決権株式（その他） 
普通株式 

198,000 
1,980 

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標

準となる株式であり、

単元株式数は100株であ

ります。 

単元未満株式 - - - 

発行済株式総数 198,000 - - 

総株主の議決権 - 1,980 - 

 

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

 

２【株価の推移】 

【直近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 2026年１月 2026年２月 2026年３月 2026年４月 2026年５月 2026年６月 

最高（円） 2,480 2,480 2,480 2,480 2,480 2,480 

最低（円） 2,480 2,480 2,480 2,480 2,480 2,480 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（TOKYO PRO Market）におけるものです。 

 

３【役員の状況】 

 前事業年度の発行者情報公表日後、当発行者情報公表日までの役員の移動はありません。 
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第６【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 38年大蔵省令第 59

号)に基づいて作成しております。当社の中間財務諸表は、第１種中間財務諸表であります。 

（２）当社の中間財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場

規程の特例の施行規則」第 116 条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 128 条第３

項の規定に基づき、当中間会計期間（2026 年１月１日から 2026 年６月 30 日まで）の中間財務諸表につい

て、オリエント監査法人により期中レビューを受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

(単位：千円) 

       前事業年度 

(2025年12月31日) 

当中間会計期間 

(2026年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 114,255 103,631  

  売掛金 15,646 23,721  

    仕掛品 93 1,177 

  前払費用 6,007 5,874  

  その他 48 213  

  流動資産合計 136,050 134,618  

 固定資産   

  有形固定資産   

      建物及び構築物 26,130 24,533  

   工具、器具及び備品 1,648 2,123  

   土地 60,000 60,000  

      有形固定資産合計 ※ 87,778 ※ 86,657  

    無形固定資産   

   その他 197 197 

   無形固定資産合計 197 197 

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 3,773 2,590 

   その他 10 10 

      投資その他の資産合計 3,783 2,600 

    固定資産合計 91,759 89,454 

  資産合計 227,809 224,073 
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(単位：千円) 

         前事業年度 

(2025年12月31日) 

当中間会計期間 

(2026年６月30日) 

負債の部    

  流動負債    

    買掛金 201 1,798  

  １年以内返済予定の長期借入金 25,092 25,092  

    未払金 6,174 3,760  

  未払費用 5,964 9,442  

    未払法人税等 182 91  

  未払消費税等 4,447 2,900  

  契約負債 30,625 32,526  

  預り金 938 2,539  

    流動負債合計 73,626 78,150  

  固定負債    

  長期借入金 103,262 90,716 

    固定負債合計 103,262 90,716 

  負債合計 176,888 168,866 

   

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 47,374 47,374 

  資本剰余金   

   資本準備金 22,320 22,320 

    利益剰余金   

      利益準備金 450 450 

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △19,223 △14,937 

      利益剰余金合計 △18,773 △14,487 

    株主資本合計 50,920 55,206 

  純資産合計 50,920 55,206 

負債純資産合計 227,809 224,073 
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②【中間損益計算書】 

 (単位：千円) 

  
前中間会計期間 

(自 2025年１月１日 

 至 2025年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 

 至 2026年６月30日) 

売上高 92,479 91,575  

売上原価 15,644 13,411  

売上総利益 76,835 78,163  

販売費及び一般管理費 ※ 67,261 ※ 72,775  

営業利益 9,573 5,388  

営業外収益    

 受取家賃 981 981 

 受取利息 16 31  

 受取配当金 0 0  

 雑収入 9 58  

  営業外収益合計 1,008 1,072 

営業外費用   

 支払利息 984 901 

  営業外費用合計 984 901 

経常利益 9,597 5,559 

税引前中間純利益 9,597 5,559 

 法人税、住民税及び事業税 91 91 

 法人税等調整額 － 1,182 

法人税等合計 91 1,273 

中間純利益 9,506 4,285 
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

   
前中間会計期間 

(自 2025年１月１日 

 至 2025年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 

 至 2026年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税引前中間純利益 9,597 5,559 

  減価償却費 1,711 2,073 

  受取利息及び受取配当金 △16 △31 

 支払利息 984 901 

  売上債権の増減額（△は増加） 449 △8,075 

  棚卸資産の増減額（△は増加） 5,261 △1,084 

 仕入債務の増減額（△は減少） △477 1,596 

 未払消費税等の増減額（△は減少） 3,739 △1,547 

 前払費用の増減額（△は増加） △3,063 132 

 未収入金の増減額（△は増加） △118 △124 

 その他資産の増減額（△は増加） △58 △40 

 契約負債の増減額（△は減少） △1,758 1,901 

 未払費用の増減額（△は減少） 1,177 3,477 

 未払金の増減額（△は減少） 1,178 △2,414 

 その他負債の増減額（△は減少） 53 1,601 

 小計 18,660 3,926 

 利息及び配当金の受取額 16 31 

  利息の支払額 △984 △901 

  法人税等の支払額 △182 △182 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 17,510 2,874 

   

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 － △952 

 投資活動によるキャッシュ・フロー － △952 

   

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △13,990 △12,546 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △13,990 △12,546 

   

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,520 △10,623 

現金及び現金同等物の期首残高 96,673 114,255 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 100,193 ※ 103,631 
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【注記事項】 

 

（中間貸借対照表関係） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額  

  
前事業年度 

（2025年12月31日） 
当中間会計期間 

（2026年６月30日） 

有形固定資産の減価償却累計額 37,440千円 39,514千円 

 

（中間損益計算書関係） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。 

 
前中間会計期間 

(自 2025年１月１日 
至 2025年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 
至 2026年６月30日) 

給料手当 43,051千円 44,720千円 

法定福利費 6,606     6,767    

広告宣伝費 1,115     1,711    

地代家賃 510     520   

支払報酬料 5,070     8,036   

減価償却費 1,711     2,073   

 

（中間株主資本等関係） 

前中間会計期間（自 2025年 1月 1日  至 2025年６月 30日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 900 ― ― 900 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 2026年1月1日  至 2026年６月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 198,000 ― ― 198,000 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 
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前中間会計期間 

(自 2025年１月１日 

 至 2025年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 

 至 2026年６月30日) 

現金及び預金勘定 100,193 千円  103,631 千円  

現金及び現金同等物 100,193     103,631     

 

（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

前中間会計期間（自 2025年 1月 1日 至 2025年６月 30日） 

該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 2026年 1月 1日 至 2026年６月 30日） 

該当事項はありません。 

 

（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位:千円） 

 前中間会計期間 

(自 2025年 1月 1日 

至 2025年６月 30日) 

当中間会計期間 

(自 2026年 1月 1日 

至 2026年６月 30日) 

SaaSサービス 76,545 76,540 

ポータルサイト運営サービス 1,243 233 

受託開発サービス 14,690 14,801 

顧客との契約から生じる収益合計 92,479 91,575 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

代金は取引先との契約に基づき、SaaSサービスは概ね３ヵ月以内に回収しております。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当

中間会計期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間以降に認識すると見込まれる収

益の金額及び時期に関する情報 

 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

（単位:千円） 

 前事業年度 

(自 2025年 1月 1日 

至 2025年 12月 31日) 

当中間会計期間 

(自 2026年 1月 1日 

至 2026年６月 30日) 

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 11,225 15,646 

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 15,646 23,721 

契約負債(期首残高) 34,934 30,625 

契約負債(期末残高) 30,625 32,526 

契約負債は、各サービスにかかる利用契約の支払条件に基づき顧客から受け取ったサービス利用料に

関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。 

前事業年度の期首現在の契約負債残高のうち、全額を前事業年度の収益として認識しております。 

当中間会計期間の期首現在の契約負債残高のうち、全額を中間会計期間の収益として認識しております。 
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② 残存履行義務に配分した取引価格 

当初に予想される契約が 1年以内の契約のため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。 

 

【セグメント情報】 

当社は、SaaS事業を主体に行っており、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 

（自 2025年 1月 1日 

 至 2025年 12月 31日） 

当中間会計期間 

（自 2026年 1月 1日 

 至 2026年６月 30日） 

１株当たり純資産額 257.18円 278.82円 

 

１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前中間会計期間 

（自 2025年 1月 1日 

 至 2025年６月 30日） 

当中間会計期間 

（自 2026年 1月 1日 

 至 2026年６月 30日） 

１株当たり中間純利益 52.81円   21.65円 

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 9,506 4,285 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る中間純利益（千円） 9,506 4,285 

普通株式の期中平均株式数（株） 180,000 198,000 

   

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － － 

中間純利益調整額（千円）   

普通株式増加数（株）   

（うち新株予約権（株））   

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益額の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権の

株式数15,000株）｡詳細は「第５【

発行者の状況】１【株式等の状況

】(２)【新株予約権等の状況】」

に記載のとおりであります。 

新株予約権１種類（新株予約権の

株式数15,000株）｡詳細は「第５【

発行者の状況】１【株式等の状況

】(２)【新株予約権等の状況】」

に記載のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有していないため、

記載しておりません。 
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(重要な後発事象)  

 該当事項はありません。 

 

 

（２）【その他】 

 該当事項はありません。 

 

  



27 

 
 

第７【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 
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第二部【特別情報】 

 

第１【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 

 






	第39期_中間発行者情報_提出版.pdf
	㈱ネクストハンズ様_期中レビュー報告書.pdf

